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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第65期
第３四半期連結
会計期間

第64期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
11月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 8,465 3,052 5,491

経常損益（百万円）（△は損失） △536 △156 272

四半期（当期）純損益（百万円）（△は損失） △1,193 △324 215

純資産額（百万円） － 8,187 9,411

総資産額（百万円） － 13,309 13,307

１株当たり純資産額（円） － 354.95 454.15

１株当たり四半期（当期）純損益金額（円）（△は損失） △52.35 △14.08 11.92

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － 9.34

自己資本比率（％） － 61.5 70.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,751 － 305

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△254 － 154

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,001 － △500

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 1,354 2,489

従業員数（人） － 493 519

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第65期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当

たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ベリテ）、親会社及び子会社１社により構成されて

おります。連結子会社であった株式会社ジュエリーシノン及び株式会社ソバックは平成20年10月１日付けで当社が吸

収合併いたしました。株式会社ソバックは当社グループの物流業務を委託していたため、当社グループが営む事業の

内容から物流サービスを除外いたしました。
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３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、当社は連結子会社であった株式会社ジュエリーシノン及び株式会社ソバック

を平成20年10月１日付けで吸収合併いたしました。

 　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 493[94]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

 

（２）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 493[93]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

（１）販売実績

商品別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金　額（百万円） 前年同期比（％）

〔宝飾品関連事業〕   

ダイヤ指輪 545 －

その他の指輪 532 －

ネックレス 1,022 －

装身具その他宝石 857 －

〔その他の事業〕   

メガネ・損害保険等 95 －

合計 3,052 －

　（注）当社は、決算期を１月31日から３月31日に変更いたしました。この変更に伴い、前期の決算は平成19年11月１日か

ら平成20年３月31日までの変則決算となっているため、前年同期との比較は行っておりません。

 

（２）仕入実績

商品別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金　額（百万円） 前年同期比（％）

〔宝飾品関連事業〕   

ダイヤ指輪 400 －

その他の指輪 311 －

ネックレス 580 －

装身具その他宝石 859 －

〔その他の事業〕   

メガネ・損害保険等 68 －

合計 2,221 －

　（注）１．仕入高は、実際仕入額によって表示しております。

　　　　２．当社は、決算期を１月31日から３月31日に変更いたしました。この変更に伴い、前期の決算は平成19年11月１日

から平成20年３月31日までの変則決算となっているため、前年同期との比較は行っておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。 

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した金融危機の混乱が実

体経済に大きく影響を及ぼし、企業収益は大幅に悪化し、雇用情勢の悪化や景気の先行き不安などにより個人消費は

冷え込みました。

　このような状況のもと、当社グループは60周年キャンペーンを引き続き実施し、お客様づくりを行ってまいりました

が、消費マインドの低下等により売上高は予想を下回りました。利益面におきましては、経費削減に取り組んでおりま

すが、売上高の減少により営業損失44百万円、為替差損117百万円の計上により経常損失が156百万円、特別損失として

投資有価証券評価損83百万円を計上したこと等により四半期純損失324百万円となりました。

  

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四

半期連結会計期間末と比べ292百万円減少し、1,354百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は1,068百万円となりました。これは主に、たな卸資

産の増加720百万円及び売上債権の増加224百万円よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は107百万円となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出77百万円、貸付けによる支出及び貸付金の回収による収入によるキャッシュ・フローの減少70百

万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は1,000百万円となりました。これは主に、短期借入

金の増加1,001百万円によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは、前々連結会計年度まで３期連続で営業損失を計上し、当第３四半期連結累計期間において385百万

円の営業損失の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じております。

　当社グループは、収益力の回復を最重要課題と考え、当連結会計年度を初年度とする新中期経営計画を策定いたしま

した。今後は新中期経営計画に基づき、収益構造を再構築し収益力の回復を図ってまいります。

　当社グループの対処すべき課題といたしましては、不採算事業・店舗の閉鎖を行い営業経費を削減し、また、損益と

連動する店舗運営体制及び本社間接経費の抜本的な見直しにより販売管理費の削減を行ってまいります。当第３四半

期連結会計期間においては、金融危機の深刻化による消費者心理の悪化に伴う売上高の減少等により翌連結会計年度

以降も厳しい状況が予想されます。当社グループといたしましては、翌連結会計年度以降の収益力の回復のため、既存

商品から利益率の高い新規商品への早期入れ替え、店舗別・部署別の適正人員配置による人件費の圧縮及び不採算店

舗の閉鎖を当連結会計年度において完了することにより、翌連結会計年度以降の利益面での中期経営計画数値の達成

を図ってまいります。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,654,825 24,654,825
東京証券取引所市場第

二部
単元株式数1,000株

計 24,654,825 24,654,825 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総数
増減数
（千株）

発行済株式総数残
高（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日　
－  24,654 　－ 3,772 　－ 4,421

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

EDINET提出書類

株式会社ベリテ(E03181)

四半期報告書

 8/27



 

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,587,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,924,000 22,924
単元株式数1,000株 

（注）１

単元未満株式 普通株式 143,825 －
一単元（1,000株）

未満の株式（注）２

発行済株式総数  24,654,825

－

－

－

－

総株主の議決権  － 22,924 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、

「議決権数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２．「単元未満株式」の株式数の欄には当社所有の自己株式673株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ベリテ
神奈川県横浜市神奈川区

鶴屋町三丁目33番８号
1,587,000 － 1,587,0006.44

計 － 1,587,000 － 1,587,0006.44
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 210 217 174 165 146 132 117 111 108

最低（円） 160 170 155 150 112 101 88 90 86

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

 

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 事業統括本部長 中林　さよ　 平成20年７月14日

取締役 ビジネスコラボレーション室長 幾留　正廣　 平成20年７月17日

取締役 ビジネスコラボレーション副室長 小林　　祐　 平成20年７月17日

取締役 事業統括本部副本部長 床井　　洋　 平成20年12月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,773 2,480

受取手形及び売掛金 ※4
 1,309 1,362

有価証券 － 406

商品 5,175 4,068

その他 1,143 713

貸倒引当金 △27 △28

流動資産合計 9,374 9,003

固定資産

有形固定資産 ※1
 397

※1
 411

無形固定資産 84 100

投資その他の資産

敷金及び保証金 2,381 2,588

その他 1,071 1,202

投資その他の資産合計 3,453 3,791

固定資産合計 3,935 4,304

資産合計 13,309 13,307

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 3,064 2,835

短期借入金 ※2
 1,001 －

未払法人税等 44 37

賞与引当金 55 185

返品調整引当金 31 26

その他 741 540

流動負債合計 4,937 3,625

固定負債

ポイント引当金 97 103

その他 87 167

固定負債合計 184 270

負債合計 5,122 3,896

EDINET提出書類

株式会社ベリテ(E03181)

四半期報告書

12/27



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,772 3,772

資本剰余金 4,423 4,423

利益剰余金 399 1,592

自己株式 △325 △325

株主資本合計 8,269 9,462

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △82 △57

評価・換算差額等合計 △82 △57

少数株主持分 － 6

純資産合計 8,187 9,411

負債純資産合計 13,309 13,307
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 8,465

売上原価 4,143

売上総利益 4,322

販売費及び一般管理費 ※
 4,707

営業損失（△） △385

営業外収益

受取手数料 8

受取賃貸料 9

その他 24

営業外収益合計 42

営業外費用

為替差損 129

支払手数料 54

その他 11

営業外費用合計 194

経常損失（△） △536

特別損失

事業撤退損 202

たな卸資産評価損 190

投資有価証券評価損 138

その他 88

特別損失合計 619

税金等調整前四半期純損失（△） △1,156

法人税、住民税及び事業税 40

法人税等調整額 △3

法人税等合計 37

少数株主損失（△） △0

四半期純損失（△） △1,193
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 3,052

売上原価 1,498

売上総利益 1,554

販売費及び一般管理費 ※
 1,599

営業損失（△） △44

営業外収益

受取利息 3

受取賃貸料 3

その他 5

営業外収益合計 11

営業外費用

為替差損 117

その他 6

営業外費用合計 124

経常損失（△） △156

特別損失

店舗撤退損 46

投資有価証券評価損 83

その他 23

特別損失合計 154

税金等調整前四半期純損失（△） △311

法人税、住民税及び事業税 14

法人税等調整額 △1

法人税等合計 13

四半期純損失（△） △324
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,156

減価償却費 88

賞与引当金の増減額（△は減少） △130

事業撤退損失 202

投資有価証券評価損益（△は益） 138

為替差損益（△は益） 129

支払手数料 54

売上債権の増減額（△は増加） 52

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,116

仕入債務の増減額（△は減少） 228

その他 △82

小計 △1,591

支払手数料の支払額 △55

法人税等の支払額 △29

事業撤退に伴う支出 △76

その他の支出 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,751

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △510

定期預金の払戻による収入 438

有形固定資産の取得による支出 △158

貸付けによる支出 △348

貸付金の回収による収入 178

敷金及び保証金の差入による支出 △78

敷金及び保証金の回収による収入 230

その他 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △254

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,001

その他 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,001

現金及び現金同等物に係る換算差額 △129

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,134

現金及び現金同等物の期首残高 2,489

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,354

EDINET提出書類

株式会社ベリテ(E03181)

四半期報告書

16/27



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　当社グループは、前連結会計年度において営業利益を計上したものの、前々連結会計年度まで３期連続で営業損失を計

上しており、また、当第３四半期連結累計期間において385百万円の営業損失となりました。当該状況により継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。

　当社グループは、当該事象を解消すべく、平成20年11月４日に公表いたしました新中期事業計画に基づいて以下の項目

を実施することにより、収益構造を再構築し収益力の回復を図ってまいります。

 ①　「Ｈｅａｒｔ ＆ Ｃｕｐｉｄ」 マーケットの確立

　当社の親会社であるディジコ・ホールディングス・リミテッドを含むＤＩＧＩＣＯグループは、緻密を極めたダイヤモ

ンドのカッティング技術により生み出した最高級品質のダイヤモンドを当社グループへ供給しており、同業他社と商品

面での差別化を図ることでお客様への認知度を高めること及び百貨店への店舗展開を推進し、Ｈｅａｒｔ ＆ Ｃｕｐｉ

ｄ商品のマーケットを開拓してまいります。 

 ②　粗利益率の向上

　ＤＩＧＩＣＯグループは、ＤＴＣ（ダイヤモンド・トレーディング・カンパニー）からダイヤモンドの原石を購入する

権利を持つ原石研磨企業（サイトホルダー）であり、その商品供給力と世界的なブランド力を活用することにより、当社

グループの商品調達力の多様化及び仕入構造の見直しを行うことでマーチャンダイジング機能を強化し、粗利益率の向

上を行ってまいります。

③　経費削減

　不採算店舗の整理を行い営業経費の削減を実施いたします。また、人件費の効果的な配分として損益と連動した人員配

置を行うことにより店舗運営体制の効率化及び本社間接経費の抜本的な見直しと費用対効果の測定を継続的に行うこと

により販売管理費の削減を実施いたします。

　上記施策の推進を基本計画としておりますが、当第３四半期連結会計期間において、金融危機の深刻化による消費者心

理の悪化に伴う売上高の減少に加え、新規商品投入に伴う既存商品の処分セールを継続的に実施したことにより、中期経

営計画の売上高、売上総利益及び粗利益率において大幅な未達となっております。このため、当連結会計年度における計

画数値の達成は困難な状況にあり、また、売上高につきましては翌連結会計年度以降も厳しい状況を見込んでおります。

　当社グループといたしましては、上記状況を踏まえ、翌連結会計年度以降の収益力の回復を最優先課題とし、既存商品か

ら利益率の高い新規商品への早期入れ替え、店舗別・部署別の適正人員配置による人件費の圧縮及び不採算店舗の退店

を当連結会計年度において完了することにより、翌連結会計年度以降の利益面での中期経営計画数値の達成を図ってま

いります。

　資金面におきましては、当第３四半期連結累計期間末において短期借入金1,001百万円があり、手許資金を返済原資とし

て平成21年２月に返済する予定となっております。

　なお、親会社は当社グループの状況を十分に理解しており、適宜、同社より資金的支援を受けることが出来る旨の了承を

得ております。

 

　四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には

反映しておりません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．会計処理基準に関する

事項の変更

棚卸資産の評価基準及び評価方法

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を第

１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、主として個別法による原価法か

ら主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更してお

ります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失が32百万円増加し、税金

等調整前四半期純損失が222百万円増加しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１.　法人税等の計上基準 　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。また、子会社は前連結会計年度の実際実効税率を用

いて計算しております。　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

＊１　有形固定資産の減価償却累計額 355百万円

 

＊１　有形固定資産の減価償却累計額 321百万円

＊２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成20

年９月30日付で株式会社みずほ銀行をエージェント

とするリボルビング・クレジット・ファシリティ契

約を締結いたしました。その内容は、次のとおりであ

ります。なお、財務制限条項に抵触した場合は、本契

約に係る一切の債務について期限の利益を喪失し、

直ちにこれらの債務を弁済しなければならないこと

が定められています。

 

リボルビング・クレジット・ファシリティ契約に係

る借入未実行残高は、次のとおりであります。

　　　　

　 総借入極度額 1,100百万円

 　借入実行残高 1,001百万円

 　差引額 99百万円

　　

　 財務制限条項

借入人は、本契約締結日以降の各決算期の末日におい

て、以下の条件を充足することを確約する。

　　①　貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の金額を平成

20年３月決算期末日における貸借対照表（連結ベー

ス）の純資産の部の金額の80％および直前の決算期末

日における貸借対照表（連結ベース）の純資産の部の

金額の80％のいずれか高い方の金額以上に維持するこ

と。

　　②　貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の金額を平成

20年３月決算期末日における貸借対照表（単体ベー

ス）の純資産の部の金額の80％および直前の決算期末

日における貸借対照表（単体ベース）の純資産の部の

金額の80％のいずれか高い方の金額以上に維持するこ

と。 

　　③　損益計算書（連結ベース）上の経常損益につき、損失を

計上しないこと。

　　④　損益計算書（単体ベース）上の経常損益につき、損失を

計上しないこと。 

     

なお、借入実行残高1,001百万円は手許資金を返済原資

として平成21年２月に返済する予定となっております。

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成17年

９月22日付で株式会社みずほ銀行をエージェントと

するリボルビング・クレジット・ファシリティ契約

を締結いたしました。なお、当連結会計年度末におけ

る借入実行残高はありません。
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当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

  ３　受取手形の割引高は、216百万円であります。

　

＊４　第３四半期連結会計期間末日満期手形

第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の第３四半期連結会計期

間末日満期手形が第３四半期連結会計期間末残高に

含まれております。 　　　

　 受取手形 ６ 百万円

 支払手形 ０ 百万円

　３　受取手形の割引高は、21百万円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。　

給料・手当　 1,644百万円

賞与引当金繰入額 55百万円

地代家賃　 941百万円

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。　

給料・手当　 545百万円

賞与引当金繰入額 55百万円

地代家賃　 310百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

＊　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  （平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,773百万円

預入期間が３か月を超える定期預金

及び担保に供している定期預金 
△418百万円

現金及び現金同等物 1,354百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　 　　　　　24,654千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　 　　　　　 1,588千株

 

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び営業損失の合計額に占める「宝飾品関連事業」の割合が、いずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　連結会社が本邦以外の国又は地域に存在しないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　連結会社の本邦以外の国又は地域における売上高がないため、該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度末と比べて著しい変動が認められます。

  　　取得原価（百万円）
　四半期連結貸借対照表

　　　計上額（百万円） 
　　　差額（百万円） 

 （1）株式 　　　　　　　  　　81  　　　　　　  　　65 　　　　　 　　　△15 

 （2）その他      　　　　　　 　 　556 　　　　　　    　489　 　　 　　　　　　　　 △66

　  　　合 計  　　　　　　 　 　638 　　　　　　　　　555                  △82

　 

 

　前連結会計年度末（平成20年３月31日）    

　その他有価証券で時価のあるもの

 　　 取得原価（百万円）
  四半期連結貸借対照表　　　

     計上額（百万円） 
　    差額（百万円）

　（1）株式                    109                     92                  △17

  （2）その他                        667                  627                  △40

　  　　合 計                    777                  719                  △57
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（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　該当事項はありません。

 

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）  

当社は、平成20年10月１日をもって、株式会社ジュエリーシノン及び株式会社ソバックと合併いたしました。

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称なら

びに取引の目的を含む取引の概要

①　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　　　　結合当事企業の名称：株式会社ベリテ、株式会社ジュエリーシノン、株式会社ソバック

　　　　　　事業の内容　　　　：株式会社ベリテ　宝飾品の小売販売

　　　　　　　　　　　　　　　：株式会社ジュエリーシノン　宝飾品の小売販売

　　　　　　　　　　　　　　　：株式会社ソバック　物流サービスの提供及び地金買取り

　　　　②　企業結合の法的形式

　　　　　　当社を存続会社とする吸収合併

　　　　③　結合後企業の名称

　　　　　　株式会社ベリテ

　　　　④　取引の目的を含む取引の概要

　　　　　　株式会社ジュエリーシノンについては当社商品の小売販売を行い、株式会社ソバックについては当社グループの物

流業務を委託しておりましたが、吸収合併により、その業務を当社に集中することで、当社グループ全体の経

営資源の効率運用に資するものであります。

なお、吸収合併により株式会社ジュエリーシノン及び株式会社ソバックは解散しております。 

 

(2) 実施した会計処理の概要

本吸収合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日　企業会計基準委員会最終改

正　平成20年12月26日　企業会計基準第21号　「企業結合に関する会計基準」）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会最終改正　平成20年12月26日　企業会計基準適用指針

第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

なお、株式会社ジュエリーシノン及び株式会社ソバックより受入れた資産及び負債は、合併期日の前日に付さ

れた適正な帳簿価額により計上しております。

また、四半期連結財務諸表においては、株式会社ジュエリーシノン及び株式会社ソバックは当社の連結子会社

であったことから、この合併は企業集団の状況に影響はありません。     
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 354円95銭 １株当たり純資産額 454円15銭

 

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 52円35銭 １株当たり四半期純損失金額 14円08銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

　　　　２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失金額（△）（百万円） △1,193 △324

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（百万円） △1,193 △324

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,794 23,066

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、リース取

引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められます。
 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び残高相当額

 
取得価額相当額
(百万円)

減価償却累計額
相当額（百万円）

減損損失累計額
相当額（百万円）

　残高相当額
(百万円)

有形固定資産 647 367 164 115
無形固定資産 181 152 － 29

合計 829 519 164 145
 

２．未経過リース料残高相当額等

未経過リース料残高相当額

１年内 141百万円

１年超 80百万円

合計 221百万円

リース資産減損勘定の残高 72百万円

 

 

３．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

 
 会計期間

（百万円）

 累計期間

（百万円）

 支払リース料 44 141

 リース資産減損勘定の取崩額  21 56

 減価償却費相当額 42 135

 支払利息相当額 1 4

 減損損失 － －

 

４．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間の減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

５．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間の利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。
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２【その他】

(1）決算日後の状況

　特記事項はありません。

 

(2）訴訟

当社は下記のとおり訴訟を提起されており、現在東京地方裁判所において係争中であります。

①　事件番号及び提訴日

事件番号　　　平成20年（ワ）第33716号

提訴日　　　　平成20年11月20日

②　訴訟の内容等

イ）訴訟を提起した者（原告）

名称　　　　株式会社セビアン　　

代表者　　　代表取締役　山野孝司 

住所　　　　東京都品川区大崎１丁目20番３号イマス大崎ビル４Ｆ

ロ）訴訟の内容及び請求額

被告　　　　株式会社ベリテ　外８名 

訴訟の内容　損害賠償請求事件

請求額　　　連帯して、金３億6490万2311円及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで年５分の

割合による金員の支払い。

ハ）訴訟の内容

第三者間の事業譲渡に関連して、当社が不法行為を行ったとして、当該事業譲渡の譲渡人から譲受人等と連

帯して損害賠償を請求されたものです。 

③　今後の見通し

当社といたしましては、裁判において当社の正当性を主張する所存であります。ただし全面敗訴した場合、上記

請求額の損害を被る可能性がありますが、上記のとおり、当社は事業譲渡の関係者ではないこと等から、かかる金

額の損害を被る可能性は小さいと考えております。そのため現時点において、本訴訟の当社連結及び個別の業績

に与える影響は軽微と考えておりますが、当社の主張が受け入れられない可能性も考慮し、保守的な観点から本

項に記載するものであります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社ベリテ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 荒田　和人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白羽　龍三　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成田　礼子　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベリテの

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベリテ及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、前連結会計年度において営業利益を計上したものの、前々連

結会計年度まで３期連続で営業損失を計上しており、また、当第３四半期連結累計期間において385百万円の営業損失

となった。当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当

該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を四半期連結財務諸表には反映していない。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社ベリテ(E03181)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１販売及び仕入の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

